
 

議員提出議案第１０号 

                       

悪質商法による消費者被害をなくすために、特定商取引法・預託法の

改正及び執行強化を行い、契約書面等の電子化にあたっては拙速な

導入を避け、慎重な検討を求める意見書 
 

消費者庁「特定商取引法及び預託法の制度の在り方に関する検討委員会」（以下、検討委員

会）において、２０２０年８月１９日に報告書がまとめられ、公表された。 

特に、大きな社会問題となった豊田商事・安愚楽牧場・ジャパンライフ・ケフィア事業振興

会・ＷＩＬＬ（株）など、高齢者をはじめ、多くの消費者に財産被害を及ぼす悪質な販売預託商

法については、本質的に反社会的な性質を有し、行為自体が無価値と捉え、「販売を伴う預託等

取引契約の原則禁止等」と明記された。 

消費生活相談ではこの間、通信販売において、お試しのつもりで購入した商品が定期購入であ

ったとの相談や、解約はいつでもできるとしながらも連絡が付かないなどの相談が激増しており、

解決をはかることが容易ではなく深刻な事態である。また、新型コロナ感染症拡大の消費者の不

安につけ込む、マスクなどの送り付け商法（ネガティブオプション）についても社会問題となっ

た。 

検討委員会の報告書では、消費者の脆弱性につけ込む悪質商法の手口の巧妙化・複雑化には、

断固とした対応が必要として、法執行の強化や実効性ある制度改革が答申された。社会問題とな

っている、これらの課題解決に向けては、実効的な法制度の整備が必要である。 

一方、特定商取引法及び預託法が消費者契約の申込み時の申込書面又は概要書面及び契約締結

時の契約書面について、事業者に「書面」による交付を義務付けているところ、消費者庁は、２

０２１年１月１４日第３３５回消費者委員会本会議において、「消費者の承諾を得た場合に限り、

電磁的方法により交付することを可能にする」法改正を今通常国会で行う予定と説明した。 

本来、特定商取引法及び預託法は、消費者被害につながりやすい要素を持つ取引類型について

事業者による違法・悪質な勧誘行為を防止し、消費者の利益を守ることを目的に制定されており、

契約内容等を記載した書面の交付を義務づけている。その趣旨は、契約締結前ないし締結直後に

販売業者から消費者に書面を交付させ、消費者が気付いていない契約内容の不利な側面に気付く

機会を与えるとともに、消費者が契約内容を冷静になって確認して考え直す機会を与え、さらに

は、その後も債務の履行状況について契約条項に照らして判断する手掛かりとする等、契約内容

の警告機能、クーリング・オフの告知機能、保存機能の実効性を確保する点にある。 

しかし、書面を電磁的交付により交付することを可能にすれば、書面交付に期待されるこれら

の機能が著しく低下し、消費者の利益の保護を著しく損なうおそれがある。消費者の承諾を得た

場合に限定するとしても、事業者に促されるまま承諾する消費者が少なくないことは想像に難く

ない。特に高齢者や認知機能が低下した消費者の消費者被害が更に増加することが懸念される。 

また、悪質な事業者がこうした「デジタル技術の悪用」を進める事態も予想されるところであ

り、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（２０２０年１２月２５日閣議決定）にいう

「人に優しいデジタル化」「デジタル技術の善用」「デジタル利用の不安の低減」にも逆行するお

それがある。 



 

よって国会及び政府におかれては、消費者被害を拡大させないために、次の事項を実施するよ

う強く要望する。 

                                         

記 

 

１．検討委員会報告書の内容に沿い、販売預託商法を原則禁止とした預託法の改正の検討を早急

に進め、２０２１年の通常国会での改正を実現すること。 

２．詐欺的な定期購入商法をなくすために、特定商取引法に係る指針の改正及び法執行強化を政

府に要請するとともに、２０２１年の通常国会で特定商取引法を改正すること。 

３．送り付け商法については、政府に対し、現在の法規制の内容の周知を図ることに加え、諸外

国の法制も参考に制度的措置を講じること。 

４．国及び地方自治体が厳正かつ適切な法執行を行えるよう、体制確保に向けた措置や両者の連

携を強化すること。 

５．特定商取引法及び預託法の書面交付義務について、電磁的方法により交付することを可能に

する法改正を拙速に行わないこと。 

６．特定商取引法及び預託法の書面交付義務について、電磁的方法により交付することを可能に

する法改正については、消費者被害防止・救済に取り組む有識者を含む審議会又は検討会にお

いて、充分な審議を行い、慎重に検討すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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